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無断欠勤の従業員を除名した会社はなぜ敗訴したか

一、事実経緯

ある医療器械会社(以下、A社という)の従業員張氏（以下、B氏という）は、2009年6月12日から同年7月末まで、A社に無断欠勤していた。A社はB氏が正当な理由なく15日以上欠勤したことを理由にA社の就業規則に基づき、B氏を除名することを決めた。

2009年8月3日、A社は従業員大会でB氏の開除（開除に当たる日本語は追放）決定を公布した。
B氏はその決定に不服し、A社所在の区労働争議仲裁委員会に訴えた。

二、仲裁裁決

仲裁委員会は、開廷審理を経て、B氏の訴えを支持し、A社に対しB氏との労働契約を継続履行すべきと命じた。
A社はその仲裁理由を理解できず、B氏の無断欠勤の事実がはっきりし、その行為が法律およびA社の就業規定における「除名」の基準に達しており、A社がB氏に対し「開除」の決定を下した後、双方の労働契約を終止させた行為は決して不当ではないと考えた。

三、焦点

間違いのあるB氏に勝訴を、悔しがるA社に敗訴を齎した原因は何でしょうか？
四、仲裁員の解釈

仲裁員はA社の裁決に関する疑問について以下の通り解釈した。

「除名」とは、使用者が「企業従業員賞罰条例」（国発「1982」59号）の規定に基づき、使用者が正当な理由なく欠勤した従業員と労働関係を終了させる一つの処理方法である。除名に必要な条件としては、1、従業員が正当な理由なくよく欠勤している。2、叱責及び教育しても改心がない。3、規定の欠勤日数に達し、即ち、無断欠勤が15日以上続き、或いは1年以内に欠勤時間が合計30日を超える。

「開除」とは、「企業従業員賞罰条例」に基づき、就業規則に違反している従業員に対して出された最も厳しい行政処分であり、厳重な規律違反者に適し、主に以下のいずれかの一つに当たる。1、刑事判決を受け、刑務所に服役している。2、二回強制労働教育で都市戸籍が抹消される。3、職とどめ監察期間中に依然として改心がない。4、「企業従業員賞罰条例」第11条に掲げる違反行為のいずれかに該当する場合。

然しながら、企業が享有する規律違反、違法の従業員に対する「除名」および「開除」の権利は「企業従業員賞罰条例」に拠るものではあるが、該当の「条例」は2008年1月15日付国務院第516号令により廃止された。従って、企業の現行就業規則における「除名」或いは「開除」が不適法であることは明らかである。

五、コメント

１、実務上、企業は「除名」或いは「開除」の名目で規律違反、違法の従業員に処分の決定を下し、且つ双方の労働関係を終止させようとしたが、従業員は大抵労働仲裁に提訴を起こし、企業のその就業規則の不備さ、法による根拠の乏しさによって、企業に敗訴のリスクを負わせてしまったケースが多く見られる。従って、企業は社内規則を制定する際、「除名」や「開除」などの条項を回避するよう、「労働法」第25条及び「労働契約法」第39条、第40条を、使用者が労働契約を一方的に解除できる法的な根拠としおくべきである。
２、本案のA社は、B氏と労働契約を解除しようとする場合、会社の就業規則を完備した前提で関連法規に基づいて、B氏に対して「開除決定」ではなく、「労働契約解除通知書」を下すべきである。

「国家税務総局の税収サービス及び管理の創新に関する意見」の
配布についての解説

2014年7月7日、国家税務総局は、登録資本登記制度改革後の税収管理制度を一層改善するため、「国家税務総局の税務サービス及び管理の創新に関する意見」（以下、「意見」という）を公布した。ここに「意見」の具体的な内容について以下の通り解説します。
一、背景

登録資本登記制度の改革は、中国政府が改革を深化させる重大な措置であり、工商登記を前置とする税務登記制度及び税務登記をベースにした税収徴収に大きな影響を与えている。

１、税務登記への影響について

登録資本登記制度の改革に伴い、工商行政管理部門が市場主体の登録資本、住所及び営業場所などの情報を審査しないようにするため、営業許可書の発行日を税務登記取扱の開始日とし、且つ工商登記情報を頼りとした、これまでの税務部門の管理方式に影響が生じる。

２、インボイス管理への影響について

登録資本登記制度の改革後、インボイス不正取得のリスクが大きくなる。詐欺手段（例えば、偽造営業許可書、偽造身分証明書などの提供）により税務登記証を騙し、インボイスを不正取得する状況は増えてくる傾向にある。登録資本制度を実収資本制度から引受資本制度に変更したため、税務機関によるインボイス発行数量に重要な根拠を失い、インボイスの不正取得の問題が生じやすい。工商登記改革が住所（経営場所）への登記審査を緩和し、住所と経営場所との不一致を許可することは増値税一般納税者の認定の難易度が高くなる。

３、後続税収管理への影響について

税種区分について、国税と地税の管轄及び後続税収収入確定が困難になる。一部の地域が経営範囲を市場主体の登記監督事項から市場主体の届出事項に変更している。現行税法に基づき、納税者は税務登記を行った後、納税期間中に納税額が無くても納税申告を行わなければならない。工商登記改革後、事業主は営業許可書を取得しても関連部門による許可を得られず、或いは従事できる経営行為の種類が定まらない原因で、長期間の経営を行わない状況が生じ、申告しなかったり、ゼロ申告したり、申告期限を過ぎる会社は多くなる。

故に、意見は、登録資本登記制度改革の要求に順応し、税収監督の強化を目指そうとしている。
二、意見の注目点
１、税務登記の便利化の推進

（１）税務登記方式の創新

①国税機関、または地税機関の何れの一方は納税人の申請を受理して統一処理する。

②複数部門は、連携して条件の整える次第に営業許可書、組織機構番号証、税務登記証等の複数の証書を統一発行する。更に、上記の「三証」を統合する多機能の証書を発行できるよう模索する。

③全段階にわたる電子化による登記を推進し、ネットを通じて申請、審査及び証書発行を可能化し、納税人が求めない場合、紙質税務登記証を発行しない。

（２）税務登記手続の簡素化

①納税者が税務登記を申請する場合、税務機関は申請者の状況に応じて、納税者に対して登録住所及び生産、経営場所等の住所証明資料及び資本金払込済検査報告書の提供、実地確認を統一して求めないものとする。

②税務機関は関係部門と連携し、取得した工商登記、組織機構番号など情報を直接に納税人識別番号に付与し、署名確認を行い、納税人による情報の重複提供を省く。また、税務機関の窓口は納税人の交付した申請資料に形式審査のみ行う。

２、後続管理の精細化の促進
（１）インボイスの配布及び監督の改善

①税務機関は納税者に明確なインボイス配布の手引を提供し、インボイス配布手続を簡素化する。普通インボイス受領は原則として実地確認を取り消し、税務機関サービス窓口で即時に取り扱う。一般納税者が増値税専用インボイスを申請し、最高限度額が10万元を超えない場合、主管税務機関は現地審査を事前に実施する必要がないものとする。

②ネットインボイスの応用を行う同時に、電子インボイスの推進を模索する。

（２）納税申告の簡便化

①納税者が実際の資産経営状況に基づいて税務機関窓口か、郵送またはネット申告など申告方式を自由に選択できることを確保する。

②小型零細企業、長期間に休業中の企業に対して、税務機関は、法律法規に基づいて徴収期間の合併、申告期間の調整など方式を取り入れることができる。
３、税収リスク管理の推進の常態化
（１）重点の税源、非正常納税者のリスク管理を強化し、税収リスクを予防する。

（２）「一つの住所、複数の証書、一つの証書、復数の住所」に当たる納税者を重点注意対象として取扱い、その増値税専用証憑の架空発行、輸出税金還付の詐欺などのリスクを防止する。
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	1
	国家税務総局の「国家税務総局の税収サービス及び管理の創新に関する意見」『重要法規解説』ご参照下さい
	2014/07/07

	2
	国家税務総局の新版増値税領収書の使用関連問題に関する公告现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2014/08/01

	3
	税関総署の国境を跨る貿易電子商務の貨物・物品の輸出入の監督事項に関する公告
	2014/08/01

	4
	国家食品薬品監督管理総局の医療器械登録管理弁法
	2014/10/01

	5
	国家税務総局の「重大税収違法案件情報公布弁法（試行）」の配布に関する公告
	2014/10/01

	6
	国家税務総局の「納税信用管理弁法（試行）」の配布に関する公告
	2014/10/01
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